
施策名 部局名 作成責任者

施策の概要
政策評価

実施予定時期
令和3年度

達成目標1
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値
H23年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

26.3％ 63.1% 67.3% 71.6% 調査中 調査中

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H23年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

69.5％ 82.3% 83.3% 83.5% 調査中 調査中

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H23年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

36.5％ 81.0% 85.2% 85.9% 調査中 調査中

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

施策の予算額・執行額
（千円）

令和元年度予算額
（執行額）

令和2年度
当初予算額 施策に関係する内閣の

重要施策(主なもの)
第3期教育振興基本計画

105,066,306
(104,266,143)

100,134,601

令和２年度実施施策に係る事前分析表
（文R2－4－1）

大学などにおける教育研究の質の向上 高等教育局高等教育企画課 淵上　孝　課長

大学等の教育研究を支える基盤を強化しつつ、特色ある発展に向けた取組などを支援することや、事前・事後の評価の適切な
役割分担と協調を確保すること等により、大学等の国際化や教育研究の質の向上・保証を推進する。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・大学においては、アクティブ・ラーニング等を用いた教育方法への改善
が求められている。
・分母：全国の国公私立大学　分子：実施する大学
【出典】大学における教育内容等の改革状況について（平成28年度）

②プレゼンテー
ションやディス
カッション等の口
頭発表の技法を身
に付けるためのプ
ログラムを実施す
る大学の割合

基準値及び
前年度

実績以上

大学の学士課程を中心として、教育内容・方法等の改善・充実が図られる。ま
た、各大学が、単独で又は連携して、その個性・特色を踏まえた人材育成機能を
強化する。

新たな価値を創造しつつ、持続的に発展していくための鍵は人材育成にあ
るため、各大学は三つの方針に基づき、体系的な教育課程の編成・実施、
アクティブ・ラーニング等を用いた教育方法の改善、インターンシップの
推進等の大学教育の質的転換を進める必要がある。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・社会のニーズを踏まえた人材育成を行うためには、大学教育で身に付け
るべき力等を明確にした上で、教育課程の体系化・構造化を行うことが求
められる。
・分母：全国の国公私立大学　分子：履修系統図を活用している大学
【出典】大学における教育内容等の改革状況について（平成28年度）

①履修系統図（カ
リキュラムマッ
プ、カリキュラム
チャート）を活用
している大学の割
合

令和２年度に
80％以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
学生が生涯学び続け、主体的に考える力を修得するため、十分な質を伴っ
た学修時間の確保が求められている。
・分母：全国の国公私立大学　分子：把握を行っている大学
【出典】大学における教育内容等の改革状況について（平成28年度）

③学生の学修時間
や学修行動の把握
を行っている大学
の割合

令和２年度に
90％以上
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基準値 目標値
H24年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

69.2％ 74.3% ― 81.7% ― 調査中

年度ごとの
目標値

72.9% 74.3% 74.3% 81.7% ―

基準値 目標値
― H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

― 21,500 32,330 47,117 38,326 8048

年度ごとの
目標値

17,493 23,549 30,870 22,108 7459

基準値 目標値
― H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

― ― 13,617 13,169 12,312 12,162

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
インターンシップは、学生に自己の職業適性や将来設計を考える機会を与
え、主体的な職業選択や高い職業意識の育成を図る教育効果の高い取組で
あるため。
・分母：全国の国公私立大学及び大学院（回答校数）
　分子：インターシップ実施学校数
（注）平成28年度以降は業務効率化のため隔年実施。
【出典】文部科学省調べ

④大学・大学院に
おけるインターン
シップの実施率
（特定の資格取得
に関係しないも
の）

基準値及び
前年度

実績以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
水産学、商船学など海上における実地の教育研究が不可欠な分野の基盤の
整備を図り、実践的な人材養成及び高度な学術研究を推進する。そのた
め、船舶を利用した実習を行う学生数の向上を目標値とする。
【出典】文部科学省調べ

⑥船舶を利用した
実習を行う学生数
（人）

前年度
実績以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・我が国の医療をリードし、様々な医療課題に対応出来る高度医療人材の
養成が求められており、本目標値は高度医療人材を養成するためのプログ
ラムにおいて養成する人数である。
【出典】文部科学省調べ

⑤社会のニーズに
対応できる医師を
はじめとする高度
医療人材の養成数
（人）

前年度
実績以上
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関連する
指標

行政事業レビュー
番号

①～⑥ 0121

①～⑥ 0122

①～⑥ 0123

② 0126

② 0127

⑤ 0128

⑤ 0129

①～⑥ 0130

－ 0131

－ 0132

⑤ 0133

国立大学法人等施設事務経費
（平成16年度）

36.6
(25.9)

35 ―

国立大学法人等施設整備（文教施設費）
（平成16年度）

106,170
(103,143)

156,808 ―

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考

大学等施設の整備に係る基準等の策定
（平成16年度）

2.9
(2.4)

2.4 ―

多様な新ニーズに対応する「がん専門医療人
材（がんプロフェッショナル）」養成プラン

（平成29年度）

953
(953)

704 ―

医療データ人材育成拠点形成事業
（令和元年度）

200.9
(191.8)

169.9 ―

成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の
形成(enPiT)

（平成24年度）

740.8
(740.3)

689.8 ―

未来価値創造人材育成プログラム
（平成30年度）

556.7
(555.4)

513.8 ―

高等教育負担軽減実施体制整備補助金
（令和元年度）

284
(97)

310 ―

課題解決型高度医療人材養成プログラム（平
成26年度）

437.9
(437.7)

319.4 ―

高等教育改革の総合的な推進等
（平成13年度）

76.1
(64)

76 ―

高等教育負担軽減推進委託費
（令和元年度）

14
(13.2)

9 ―
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①～④ 0134

①～④ 0135

⑤ 0137

①～④ 0138

①～④ 0139

⑤ 0141

①～④、⑥ 0147

①～④、⑥ 0148

①～④、⑥ 0149

⑥ 0150

①～④ 0152

大学における医療人養成の在り方に関する調
査研究

（平成27年度）

35.7
(27)

65.6 ―

大学入学者選抜改革推進委託事業
（平成28年度）

140.7
(140.7)

108.9 ―

大学改革研究委託事業
（平成17年度）

61.3
(51)

61.3 ―

大学教育再生加速プログラム「高大接続改革
推進事業」

（平成26年度）

696
(696)

89.9 ―

独立行政法人国立高等専門学校機構運営費交
付金に必要な経費
（平成16年度）

62,568
(62,568)

62,330

AI時代を先導する人材育成や“KOSEN”の海外展
開を通じて､高等専門学校の機能の高度化・国際
化を推進するとともに､地域に求められる人材育
成機関としての機能を強化する。

独立行政法人国立高等専門学校の教育研究設
備の整備

（令和元年度）

4,012.3
(4,012.3)

―

新しい時代にふさわしい教育研究の高度化に向
け、企業現場で使用される先端設備等の整備を実
施し、多様な学修形態等に対応できる生活・教育
環境、「ものづくり」を先導する人材育成を実現
する。

「大学入学共通テスト」準備事業
（平成29年度）

2,242.5
(2,240.6)

0 ―

基礎研究医養成活性化プログラム
（平成29年度）

76.9
(76.5)

58 ―

国立大学法人における設備等の整備
（平成24年度）

2,059
(2,059)

17,208 ―

独立行政法人国立高等専門学校機構情報通信
ネットワーク環境施設整備に必要な経費

（令和元年度）

330
(330)

―
国立高等専門学校機構が情報通信ネットワーク環
境施設整備事業を実施するために必要な経費に補
助金を交付する。

国立大学法人船舶建造に必要な経費
（平成16年度）

2,734.5
(2,734.5)

5,671.5 ―
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①～④ 0153

①～④ 0154

― 0155

①～④ 新02ｰ0010

①～④ 新02ｰ0011

⑤ 新02ｰ0012

①～④ 新02ｰ0013

⑤ 新02ｰ0014

①～④ 新02ｰ0015

①～④ 新02ｰ0016

― 新02ｰ0018

 国立大学法人における先端研究の推進
（平成27年度）

10,648
（10,648）

10,170 ―

大学による地方創生人材教育プログラム構築
事業

（令和2年度）
― 260.8 ―

知識集約型社会を支える人材育成事業
（令和2年度） ― 408.6 ―

国立大学法人施設整備
（大型特別機械整備費等（最先端等））

（平成16年度）

5,144.5
(5,139)

2,808.1 ―

関係機関の情報セキュリティ人材育成
（平成30年度）

82.5
(50.4)

55 ―

保健医療分野におけるAI研究開発加速に向け
た人材養成産学協働プロジェクト

（令和2年度）
― 202 ―

障害のある学生の修学・就職支援促進事業
（令和2年度） ― 30 ―

新型感染症対策高度先端医療人材養成事業
（令和2年度） ― 0 令和2年度補正予算：コロナ対策関係

大学入学者選抜における共通テスト改革推進
事業

（令和2年度）
― 1,433 ―

大学保有検査機器活用促進事業
（令和2年度） ― 0 令和2年度補正予算：コロナ対策関係

昨年度事前分析表からの変更点 令和2年度の新規事業を達成手段に追加。

大学等における遠隔授業の環境構築の加速に
よる学修機会の確保

（令和2年度）
― 0 令和2年度補正予算：コロナ対策関係
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達成目標2
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値
H28年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

9.4％ 9.9% 9.4% 9.2% 9.3% 9.2%

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H28年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

67.4％ 67.2% 67.4% 67.7% 67.7% 69.0%

年度ごとの
目標値

66.0% 67.2% 67.4% 67.7% 67.7%

基準値 目標値
H28年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

30.6％ ― 30.6% ―
今秋結果公

表予定
―

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・産官学の中核的な人材として活躍する高度な人材の養成を着実に推進す
る必要があるため。
・分母：全修了者数
　分子：当該年度の博士課程修了者のうち就職した者の人数
【出典】学校基本調査

②博士課程修了者
の就職率

基準値及び
前年度

実績以上

国公私立大学を通じた競争的環境の下で、明確な人材養成目的に基づき、個々の
専門分野の枠を超えた組織的な指導体制で展開される体系性・一貫性のある教育
に基づいた大学院教育を確立する。

世界が優れた知恵で競い合う時代に、専門分化した膨大な知識の全体をふ
かんしながらイノベーションにより社会に新たな価値を創造し、人類社会
が直面する課題を解決に導くために、国際社会でリーダーシップを発揮す
る高度な人材が不可欠となっており、そのような人材を戦略的に輩出して
いくため、体系的な教育を展開する教育・研究指導体制を備え、質の保証
された博士課程教育の充実が急務である。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・高度な「知のプロフェッショナル」として研究やビジネスを含め社会全
体の未来を牽引する博士人材を育成する必要があるため。
・分母：修士課程修了者数
　分子：修士課程修了者のうち博士課程へ進学した者の人数
【出典】学校基本調査

①修士課程修了者
の博士課程への進
学率

基準値以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・大学院学生に対し、明確な人材養成の目的に基づき、高度な専門的知
識・能力に加え、俯瞰（ふかん）的な物の見方や専門応用能力等を体系的
に身に付けさせるような大学院教育の充実が必要である。
※１　全専攻における実施率を指す。（大学振興課調べ）
（注）H27年度、H29年度、R1年度は、業務の効率化の観点から調査しな
い。
・分母：全国の大学院専攻数　分子：実施している専攻数
【出典】平成29年度文部科学省委託調査　大学院における「第3次大学院教
育振興施策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把握・分析等に関する調査
研究（株式会社リベルタス・コンサルティング）

③主専攻分野以外
の授業科目の体系
的な履修の実施率
（※１）

前回実績以上
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基準値 目標値

H28年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

26.4％ ― 26.4% ―
今秋結果公

表予定
―

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

①～④ 0130

①～④ 0125

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・将来の研究リーダーや国際社会など多様な場で活躍できる研究者の育成
の観点から、例えば、研究企画書の作成等を含めた研究プロジェクトの企
画・マネジメント能力などの涵養に努めていくことが重要である。
※２　全専攻における実施率を指す。（大学振興課調べ）
（注）H27年度、H29年度、R1年度は、業務の効率化の観点から調査しな
い。
・分母：全国の大学院専攻数分子：設置している専攻数
【出典】平成29年度文部科学省委託調査　大学院における「第3次大学院教
育振興施策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把握・分析等に関する調査
研究（株式会社リベルタス・コンサルティング）

④研究プロジェク
トの企画・マネジ
メント能力を養う
科目の設置率
（※２）

前回実績以上

卓越大学院プログラム
（平成30年度）

7,395
(7,292.9)

7,752 ―

昨年度事前分析表からの変更点

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考

高等教育改革の総合的な推進等
（平成13年度）（再掲）

76.1
(64)

76 ―
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達成目標3
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値

H23年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

36,656 54,455 60,810 66,058 70,541 調査中

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値

H20年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 毎年度

3.5％ 4.2% 4.4% 4.5% 4.6% 4.7%

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

①② 0143

①② 0144

①② 0130

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・外国人教員比率を向上させ、大学の国際化を推進することで世界水準の
教育研究拠点の確立を目指す。そのため、組織の国際化指標として代表的
な外国人教員比率の向上を目標値とする。
・分母：教員数　分子：外国人教員数
【出典】平成25～令和元年度学校基本調査

②我が国の大学に
おける外国人教員
比率

前年度以上

大学の国際競争力を強化し、国際的に活躍できる人材を育成する。

グローバル化が加速する中では、日本人としてのアイデンティティや日本
の文化に対する深い理解を前提として、豊かな語学力・コミュニケーショ
ン能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を身に付けて様々な分野で
活躍できるグローバル人材の育成が重要である。
このため、「社会を生き抜く力」の確実な養成を前提とし、英語をはじめ
とする外国語教育の強化、大学生等の留学生交流・国際交流の推進、大学
等の国際化のための取組への支援を実施するとともに、意欲と能力ある全
ての日本の若者に、留学機会を実現させる。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・学位取得を目的とした教育又は研究等のほか、学位取得を目的としなく
ても単位取得が可能な学習活動等、大学間交流協定等に基づく海外派遣数
を指標とし、対前年度海外派遣者数増を目的とする。
【出典】平成26～30年度協定等に基づく日本人学生留学状況調査

①大学間交流協定
等に基づく日本人
学生の海外派遣数
（人）

前年度以上

スーパーグローバル大学創成支援事業
（平成26年度）

3,397
(3,430)

3,303 ―

高等教育改革の総合的な推進等
（平成13年度）（再掲）

76.1
(64)

76 ―

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考

大学の世界展開力強化事業
（平成23年度）

1,309.5
(1,216.7)

1,197.7 ―

昨年度事前分析表からの変更点
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達成目標4
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値
― H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R6年度

―
208校

【683校】
223校

【906校】
199校

【1,105校】
49校

93校
【142校】

年度ごとの
目標値

124校 160校 177校 40校 86校

基準値 目標値

― H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R4年度

― ― ― ― ― ―

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
複数併存・重複する大学評価制度の関係整理、効率化、客観的指標に基づ
く、厳格な第三者による相対的かつメリハリある評価への改善を図ること
から、APにおいて、令和4年度に「評価による無用な負担が軽減された」と
回答した大学の割合を80%とすると定められたため。
※認証評価の制度改正は関係審議会の審議を経て行われる予定のため、制
度改正後に現状値を調査
【出典】文部科学省調べ
【AP改革項目関連：文教・科学技術分野➀少子化の進展を踏まえた予算の
効率化と教育の質の向上】
【APのKPI】

②「評価による無
用な負担が軽減さ
れた」と回答した
大学の割合（※）
【AP改革項目関
連：文教・科学技
術分野➀少子化の
進展を踏まえた予
算の効率化と教育
の質の向上】
【APのKPI】

80.0%

事前・事後の評価の適切な役割分担に基づき、各大学の継続的な教育研究の質の
向上を図る。
【AP改革項目関連：文教・科学技術分野➀少子化の進展を踏まえた予算の効率化
と教育の質の向上】
【APのKPI】

高等教育の質に着目する場合、事前評価としての行政による設置認可と事
後評価としての評価機関による第三者評価を言わば両輪とした、質の保証
が必要であり、事前・事後の評価の関係については、双方の適切な役割分
担と協調を確保することが重要とされているため。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
全ての国公私立の大学が政令で定める期間（大学等は７年以内、専門職大
学院は５年以内）ごとに適切に認証評価を受けていることを確認すること
で、大学における教育研究の質の向上が図られているか確認できるため。
【出典】認証評価結果報告書

① 大学機関別認証
評価実施数（大
学・短期大学）
上段：当該年度の
実施数
下段：大学は7年以
内ごとに機関別認
証評価の受審義務
があり、【】内は
受審サイクル毎の
合計である。H29年
度までの【】内の
数字は第2サイクル
における合計を示
しており、H30年度
以降の【】は第3サ
イクルであるH30年
度～R6年度の合計
を示す。

1,117校
（H30～R6年度
までの合計）
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関連する
指標

行政事業レビュー
番号

① 0130

①② 0146

①② ―

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構運
営費交付金に必要な経費

（平成16年度）
【AP改革項目関連：文教・科学技術分野➀少
子化の進展を踏まえた予算の効率化と教育の

質の向上】
【APのKPI】

1,833.6
(1,833.6)

2,275.8

文部科学大臣から認証を受けた評価機関として、国公私
立の大学及び高等専門学校の教育研究、組織運営、施設
整備の総合的な状況に関し、大学等からの求めに応じ
て、評価を行う。
【AP改革項目関連：文教・科学技術分野➀少子化の進展
を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上】
【APのKPI】

認証評価制度
（平成16年度）

【AP改革項目関連：文教・科学技術分野➀少
子化の進展を踏まえた予算の効率化と教育の

質の向上】
【APのKPI】

― ―

国公私の全ての大学、短期大学、高等専門学校は、定期
的に、文部科学大臣の認証を受けた評価機関（認証評価
機関）による評価（認証評価）を受けることが義務付け
られている。
①大学等の総合的な状況の評価 （いわゆる機関別認証
評価）
  大学等の教育研究、組織運営及び施設設備の総合的な
状況について評価（7年以内ごと）
②専門職大学院等の評価（いわゆる分野別認証評価）
  専門職大学院等の教育課程、教員組織その他教育研究
活動の状況について評価（5年以内ごと）
【AP改革項目関連：文教・科学技術分野➀少子化の進展
を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上】
【APのKPI】

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考

高等教育改革の総合的な推進等
（平成13年度）（再掲）

76.1
(64)

76 ―

昨年度事前分析表からの変更点
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達成目標5
目標設定の

考え方・根拠

基準値 目標値
H28年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

27.0% ― 27.0% 39.0% 63.0% 81.0%

年度ごとの
目標値

― ― ― 50% ―

基準値 目標値
H28年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

30.0% ― 30.0% 68.0% 81.0% 83.0%

年度ごとの
目標値

― ― ― 60% ―

基準値 目標値
R3年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R3年度

― ― ― ― ― －

年度ごとの
目標値

― ― ― ― －

基準値 目標値
H27年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R3年度

27.3% ― ― 27.3% 26.5% 25.9%

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

約729億円 約762億円 約865億円 約810億円 約896億円 約917億円

年度ごとの
目標値

― ― ―
平成26年度
比1.2倍

―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
経済・財政再生計画改革工程表2017改訂版において、令和２年度に学部・
学科改組を含む改革構想を提案した国立大学のうち当該構想を実現させた
ものの割合を９０％にすると定められている。なお、平成30年度に同割合
を５０％にすると定められている。
【出典】文部科学省調べ

②大学間連携を含
む改革構想を提案
した国立大学のう
ち当該構想を実現
させたものの割合

90.0%

国立大学が確かなコスト意識と戦略的な資源配分を前提として経営的視点で大学
経営を行うことで経営力を強化する。
【経済・財政アクション・プログラム（以下、AP）に挙げられた取組に関連する
達成目標】

国立大学が確かなコスト意識と戦略的な資源配分を前提として経営的視点
で大学経営を行うことで経営力を強化することが求められており、AP にお
いても少子化の進展を踏まえた予算の効率化、国立大学への民間資金の導
入促進及び予算の質の向上・重点化について記載されている。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
経済・財政再生計画改革工程表2017改訂版において、令和２年度に学部・
学科改組を含む改革構想を提案した国立大学のうち当該構想を実現させた
ものの割合を９０％にすると定められている。なお、平成30年度に同割合
を５０％にすると定められている。
【出典】文部科学省調べ

①学部・学科改組
を含む改革構想を
提案した国立大学
のうち当該構想を
実現させたものの
割合

90.0%

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
APにおいて、若手研究者比率の増加（40歳未満の大学本務教員割合を3割以
上）を図ることとされている。

➃研究大学（重点
支援③にあたる16
の国立大学）の40
歳未満の本務教員
割合
【AP 改革項目関
連：文教・科学技
術分野】
【AP のKPI】

3割以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
経済・財政再生計画改革工程表2017改訂版において、令和３年度に中期目
標を全法人において達成することを目標とするなど高等教育の質の向上を
図ると定められている。
【出典】文部科学省調べ

③国立大学法人の
第3期中期目標・中
期計画の達成状況

100%

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
APにおいて、令和２年度に国立大学における寄附金受入額を平成２６年度
比１.３倍にすると定められている。なお、平成３０年度に同金額を平成２
６年度比１.２倍にすると定められている。
【出典】文部科学省調べ

⑤国立大学におけ
る寄附金受入額
【AP 改革項目関連
連：文教・科学技
術分野】
【AP のKPI】

平成26年度比
1.3倍
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基準値 目標値
R1年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

700億円 ― ― ― ― 700億円

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H30年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R3年度

100% ― ― ― 100% ―

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

①～② 0145

①～⑦ 0151

― 新02ｰ0017

①～④ ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
APにおいて、令和２年度以降成果に係る指標による配分対象割合・再配分
率を順次拡大するとしている。
【出典】文部科学省調べ

⑥成果に係る指標
による配分対象額
【AP 改革項目関連
連：文教・科学技
術分野】
【AP のKPI】

令和元年度
実績以上

達成手段
（開始年度）

令和元年度予算額
（執行額）
【百万円】

令和2年度
当初予算額
【百万円】

備考

国立大学改革強化推進事業
（平成24年度）

4,978
(4,917)

4,706 ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
APにおいて、令和３年度に全ての国立大学で実施することを目標としてい
る。
【出典】文部科学省調べ

⑦学部・研究科別
のセグメント毎の
予算管理を実施
し、教育研究成果
を評価し予算配分
を行う国立大学法
人の割合
【AP 改革項目関連
連：文教・科学技
術分野】
【AP のKPI】

100%

昨年度事前分析表からの変更点 令和2年度の新規事業を達成手段に追加。

国立大学法人が行う短期借入に対する利子助成

（令和2年度） ― 0 令和2年度補正予算：コロナ対策関係

国立大学法人の運営に必要な経費
（平成16年度）（再掲）

1,097,501
(1,097,501)

1,080,672
APにおいて、国立大学法人運営費交付金等について、Ｐ
ＤＣＡの確立、学内配分や使途等の見える化、戦略的な
配分割合の増加が記載されている。

国立大学法人法の一部を改正する法律
(平成28年度) ― ―

我が国の大学における教育研究水準の著しい向上とイノ
ベーション創出を図るため、文部科学大臣が指定する国
立大学法人については、世界最高水準の教育研究活動が
展開されるよう、高い次元の目標設定に基づき、大学運
営を行うこととする。また、国立大学法人等の財務基盤
の強化を図るための措置を講ずる。
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